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要　　旨
　日本で 6 歳未満の乳幼児に対してチャイルドシートが義務化され10年が経過したが，未だ着用
率は 6 割弱と海外に比べて低い。そこで乗車中の子どもの安全対策が進んでいる欧米において，
乳幼児用チャイルドシート着用教育に関する研究の動向を把握し，日本での今後の課題を検討し
た。
　PubMedとCINAHLで過去10年間の文献を検索して得られた51編中，本調査では介入研究14編
について詳細に分析した。結果，対象者を絞った教育，医療専門職者による教育が重要であり，
方法では継続教育，ハンズオン教育，視聴覚媒体の使用が，内容では乗車中の子どもの安全に関
する知識，正しいチャイルドシートの着用方法が効果的であるとの示唆を得た。今後日本では，
まず医療者が子どもの乗車中の安全に関する知識をもつことが重要であり，妊婦と家族へのハン
ズオン教育や動画教材，IT媒体を利用した教育が効果的だと考えられた。
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Ⅰ．緒言

日本における 0 歳児の死因の第3位は「不慮の
事故による死亡」であり，その内訳で最も多いの
は「交通事故」である（厚生統計協会，2011）。
日本の自家乗用車の世帯保有率は1999年以降約 8
割弱を推移しており，大多数の乳幼児が乗車す
る機会があると推察される（日本自動車工業会，
2012）。日本では2000年 4 月の道路交通法改正に
より， 6 歳未満の乳幼児に対しチャイルドシート
着用が義務化されたが，警察庁・日本自動車連盟
の調査によると，法施行から10年以上が経過した
2012年のチャイルドシート着用率は58.8%であり，
このうち不適正使用が約 6 割を占めることから，
正しく着用している者は全体の 3 割強に過ぎな

い。一方，米国では1978年頃から州毎に着用が義
務化されており，チャイルドシートに関する研究
が多く行われている。米国での近年の着用率は 0
～ 1 歳で98%， 1 ～ 3 歳で93%，全体で82%と高
率である（土屋ら，2007）。また，米国では子ど
もの死傷率を減らすために乗車中の子どもの安全

（Child Passenger Safety：CPS）について議論さ
れている。長村ら（2004b）のチャイルドシート
着用に対する保護者の意識では 8 ヶ月児（90.1%），
1 歳 6 ヶ月児（85.8%）， 3 歳児（76.3%）の比較
でともに有意差があり，年齢が上がる毎に意識が
低くなっている。チャイルドシートの不適正使用
者の死亡重傷率は適正使用者の8.6倍（警察庁ホー
ムページ；2012/08/30）という報告もあり，自動
車事故による不必要な死傷から乳幼児を守るため
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には，保護者への正しい教育が必要である。2008
年に，日本小児科学会が普及冊子　「車での安全
な移動について―子どもの場合」を作成しCPSの
重要性を提言しているが，日本の医療分野での
調査はほとんど見当たらない。そこで本研究は，
CPS対策が進んでいる欧米において，特に乳幼児
用チャイルドシート着用教育に関する医療分野で
の研究の動向を把握し，日本での今後の課題を検
討した。

Ⅱ．研究方法

PubMedとCINAHLに お け る2002年 1 月 か ら
2011年12月までの全文献を対象にキーワード検索
を行った。文献検索手順を表1に示す。

このうちPubMedとCINAHLでの重複文献11編
を除き，抄録が得られた58編中，本研究の内容と
合致する51編を分析対象文献とした。

表１　文献検索手順
PubMed（編） CINAHL（編）

#1： Child Restraint Systems  148   13
#2： Child Passenger Safety 147 245
#3： #1 OR #2　　 268 251
#4： Infant　 246160 94542
#5： Education　 286780 228534
#6： #3 AND #4 AND #5 　41 47

Ⅲ．結果

今回対象とした51編を内容別に分類した。そ
の結果， 1 ）チャイルドシート着用による死傷
率の低下 4 編（7.8%）， 2 ）チャイルドシート使
用の実態 9 編（17.6%），3）医師・医療者の知識
や実態 5 編（9.8%）， 4 ）教育・介入の効果23編

（45.2%）， 5 ）解説 3 編（5.9%）， 6 ）その他 7 編
（13.7%）であった。内容分析対象の約半数を占め
る教育・介入の効果23編の研究デザインは，介入
研究14編，後ろ向きコホート研究 4 編，横断研究
2 編，事例研究 2 編，参与観察 1 編であった。今
回はこのうちの介入研究14編について詳細な分析
結果を報告する。

１）教育実施者と対象者
介入研究14編中，教育実施者は看護職者が 2 編

（Martin, M., et al., 2006；Tessier, K., 2007）のみ
で，その他の多くは医師であった。Martin, M., 
et al.（2006）はラテンアメリカ系人の46台の後
向きシートと44台の前向きシートを確認し，保健
師による教育プログラムを受けた家族において，

正しいシートの向き，適切なベルト位置など，よ
り適切にチャイルドシートを使用していたと評価
しており，Tessier, K.（2007）は，妊婦111名を
対象に上級看護師によるハンズオン教育を実施
し，介入群でより，チャイルドシートを正しく利
用できていたと述べている。

教育介入の対象者は，CPSに関する法律の違反
者（Agran, P., et al., 2004），病院に子どもが入院
もしくは通院している養育者（Brixey, S., et al., 
2009；Fallon, R., et al., 2011；Shenoi, R., et al., 
2010；Weiss-Laxer, N., et al., 2009；Zonfrillo, M., 
et al., 2003），ヒスパニック系人（Greenberg, J., 
et al., 2004； Istre, G., et al., 2002），ラテンアメリ
カ系人（Letourneau, R., et al., 2008；Martin, M., 
et al., 2006；Schaechter, J., et al., 2011）であっ
た。共通点は，チャイルドシート使用率が低い地
域，病院に入院もしくは通院する子どもを持つ養
育者，収入，教育水準の低い者が対象であった。

２）教育方法と内容
①チャイルドシート配布と教育

今回文献検討した14編のうち 5 編で，チャイ
ルドシートの無料配布と教育を実施していた。
Brixey, S., et al.（2009）は，チャイルドシートを無
料配布し教育を行うことで，最初の 3 か月間は適
切な使用者が増加し着用率が2.4倍になるという
効果を認めたが，その後 4 ～ 9 か月間でチャイル
ドシート使用者は減少傾向を示し十分な効果で
はなかったと報告している。一方，Letourneau, 
R., et al.（2008）は，チャイルドシートの無料配布
と教育により使用率が30%から71%まで上昇した
ことから，使用率の特に低い地域ではチャイルド
シートの配布と教育が効果的であったと報告して
いる。また，3000個のチャイルドシートとパンフ
レット配布，スペイン語による教育でチャイル
ドシート着用率が増加した研究（Istre, G., et al., 
2002）もあった。Schaechter, J., et al.（2011）はラ
テンアメリカ系地域でチャイルドシート配布と教
育を行い，一地域ではチャイルドシート着用率が
増加したが，その他の地域ではシートベルト着用
率のみ増加したため，シートベルト着用には効
果的であったと報告している。Tessier, K.（2007）
の報告ではチャイルドシートの無料配布と上級看
護師による教育を両親111名に実施したが，正し
く利用した者は24名（22%）のみであった。しかし，
介入群で対照群の 3 倍正しく利用できており，看
護師によるハンズオン教育の効果があったと評価
している。
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②視聴覚教材を利用した教育
視 聴 覚 教 材 を 利 用 し た 教 育 が 7 編 あ っ た。

Agran, P., et al.（2004）は90分間の教育群と非教育
群でCPSに関する知識やその後の使用状況を比較
し，教育群にチャイルドシート使用が増え，特
にハンズオン教育が効果的であったと報告して
おり，Emery, K., et al.（2010）は 3 ～ 7 歳の子に
対して，絵を利用した正しいチャイルドシート
着用方法と，人形や車を利用した正しい乗車位
置の選択について教育し，子ども達は単純な教
育方法でもCPSについて学習できたと報告してい
る。Fallon, R., et al.（2011）は，道路安全局のガイ
ドラインを掲載したリーフレットの配布，キーポ
イントの情報提供を行ったが， 1 回きりの教育で
はチャイルドシート使用率が29.2%から35.3%へと
上昇したのみで，わずかな効果しか認めず，継
続教育が必要であると述べている。Istre, G., et 
al.（2002）は，ラジオやテレビでスペイン語のヒス
パニック系のプログラムを紹介することで，こ
の地域でのチャイルドシートとシートベルトの
着用率が増加したと述べている。Martin, M., et 
al.（2006）は，ビデオと実演での保健師による教
育プログラムを実施し，適切なチャイルドシー
ト利用が増加したと報告している。Shenoi, R., et 
al.（2010）は，救命病棟でのビデオによる教育で
CPSに関する知識普及効果があったと報告してお
り，Snowdon, A., et al.（2008）は，パワーポイン
トを利用した6週間継続した教育で養育者の知識
上昇につながったと評価している。

今回の文献検討から明らかになった主な教育内容
は，車中でのけがのリスクなどのCPSに関する知識

（Agran, P., et al., 2004；Shenoi, R., et al., 2010； 
Snowdon, A., et al., 2008；Weiss-Laxer, N., et al., 
2009；Zonfrillo, M., et al., 2003），正しいチャイ
ルドシートの装着方法，具体的には正しい乗車位
置について（Emery, K., et al., 2010），正確な向
き，適切なベルト位置，シートベルトのロック

（Martin, M., et al., 2006），推奨される体重や身長
の範囲，正しいシートへの変更時期（Martin, M., 
et al., 2006；Snowdon, A., et al., 2008）であった。

Ⅳ．考察

今後日本でチャイルドシート着用を促進するた
めに，文献検討から得られた知見と課題につい
て，チャイルドシート教育の視点から考察する。
１）対象者を絞った教育

チャイルドシートを正確に着用できていない

者として，教育水準や収入の低い者（Brixey, S., et 
al., 2009；Martin, M., et al., 2006），英語を話さない者

（Istre, G., et al., 2002；Martin, M., et al., 2006），特に
ラテンアメリカ系人やヒスパニック系人（Greenberg, J., 
et al., 2004；Letourneau, R., et al., 2008；Schaechter, 
J., et al., 2011；Weiss-Laxer, N., et al., 2009）があげら
れている。米国は日本と異なり，国土も広く多民族国家
であり，州毎に法律やガイドラインが異なる。また居
住地域により生活する人々の特徴が大きく異なる
ため，地域社会の特徴を踏まえた教育により効果
が認められている。日本は米国のような地域によ
る違いや言語の違いは際だっていないが，都道府
県別のチャイルドシート着用率では沖縄，鳥取な
どが 3 割台と低く，愛知，山口，広島などは 7
割以上（警察庁・日本自動車連盟，2012）と高
い。田中ら（2011）の小児肺炎球菌ワクチン普及
率に関する調査でも都道府県別で大きく差があ
り，愛知，山口，三重，神奈川，千葉などでは
普及率が高かったが，これらの地域ではチャイ
ルドシート着用率も 7 割前後と高かった。田中
ら（2011）は，この普及率の差に教育水準（最終
学歴が大学卒，大学院卒の割合）や収入の高さが
関連していると述べており，チャイルドシートと
小児肺炎球菌ワクチンという異なる対象ではある
が，子どもを守るための行動という点では共通点
もあると考えられる。また，長村ら（2004a）の
調査では，事故防止意識度は一人っ子で有意に高
く，第 2 子以降の保護者への指導がより重要であ
ると述べている。日本においては，自家用車を所
有していることで，一定の収入があるものと推察
でき，また，高等学校への進学率97%以上，大学
への進学率50%以上（文部科学省ホームページ，
2012/11/08）となっている日本では海外と異なり，
教育水準の高低による対象者の選定は不適切では
ないかと考えられる。そのため，日本において対
象者に焦点を当てた教育の必要性は欧米と同様で
はないが，使用率の低い地域や，第 2 子以降の保
護者などに焦点を当てた教育は必要であると考え
られる。

２）専門家による教育効果
現在の日本では，特に地方都市での日常生活

において自家用車は欠かせないものであり，妊
婦，子どもが利用する頻度は高い（日本自動車工
業会，2012，村越ら，2009）。今回検討した文献
では，多くが救命救急病棟医師や小児科医師によ
る教育の調査であり，産科医師による教育の調査
はなかった。日本では，99%が病院・診療所・助
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産所の施設分娩であり，分娩施設からの退院時
から，新生児を自家用車に乗せている現状から
も，妊娠中にチャイルドシート着用の重要性を理
解し，正しく着用できる知識と技術を習得してお
く必要がある。米国の多くの病産院では退院時に
チャイルドシートがないと新生児を家に連れて帰
ることができず，病産院では親に乳幼児用シー
トの装着方法を教育している。しかし日本では，
チャイルドシート着用を促すポスターが貼られて
いる産科施設はあるが，妊娠中の両親に対して
チャイルドシートの必要性や着用方法を詳しく説
明している施設は非常に稀であると考えられる。
市川ら（2007）は，医療者は装着の専門家ならず
とも，チャイルドシートに関する正しい情報を保
護者に提供し，必要に応じて早い段階からの専門
家による包括的介入を勧めることが望ましいと述
べている。その一方で，小児科医師による教育に
ついての調査では，マンパワーの不足が大きな問
題であると述べている（市川ら，2008）。2011年
からは，母子健康手帳の任意記載事項に「正しい
チャイルドシートの使い方」が記載されるように
なった。このような実情を踏まえ，妊娠中の両親
に対する保健指導は医師のみでなく，看護職者も
主体となって行うべきであり，今後の日本のチャ
イルドシート着用教育は出産前から，産科施設や
保健センターなどを利用し，医療者により行われ
ることが望ましいといえる。

３）教育方法と教育内容
教育方法では，パワーポイントやテレビ，ビ

デオ，DVDなどの視聴覚教材の利用（Istre, G., 
et al., 2002；Martin, M., et al., 2006；Shenoi, R., 
et al., 2010；Snowdon, A., et al., 2008），継続的な
教育（Fallon, R., et al., 2011；Snowdon, A., et al., 
2008），ハンズオン教育（Agran, P., et al., 2004；
Tessier, K., 2007） が効果的であったと評価して
いる。子どもは前席に座るよりも後部座席に座る
方がけがをする可能性が40%低く，米国では後部
座席に座らせることが常識であるが，日本では前
席助手席に子どもを平気で座らせる保護者が大勢
いる（中林，2006）。そこで市川ら（2008）は，
188組の妊婦とその家族に教育パンフレットを配
布したが，それに対する妊婦の「良い」という
評価は98.1%と非常に高かった。中嶋ら（2008，
2012）は，チャイルドシートの正しい装着場所は
後席であるが，妊婦の後席シートベルトの着用率
が極めて低いことが子どもを前席に座らせる一因
ではないかと考え，妊婦自身と胎児，子どもや同

乗者の命を守る意識づけを目指した妊婦用の動画
教材を開発している。チャイルドシート使用の重
要性や装着場所についてインターネットで情報
提供した結果，動画教材を視聴した500名の妊婦
のうち，「チャイルドシートの重要性を理解でき
た（92.8％）」，「チャイルドシートをかならず使
用する（95.8％）」，「後席に取り付ける（91.8％）」
と高い効果が認められた（中嶋ら，2012）。最近
はITによる動画視聴環境も年々良くなっている。
動画教材やパンフレット教材をIT媒体で提供す
ることも，いつでも何度でも確認できる点で，効
果的と考える。

教育内容は，大きく 2 点があげられ， 1 点目
はCPSに関する知識であり， 2 点目は正しいチャ
イルドシートの着用方法であった。日本では，
チャイルドシートを装着しない理由として「短
距離の移動だから（60%）」，「子どもが嫌がるか
ら（47%）」（JAMAレポートNo.82）などが多く，
Kakefuda, I., et al.（2008）も子どもの抵抗を非着
用の理由にあげている。日本では，2008年によう
やく妊婦のシートベルト着用が推奨され，CPSの
概念が紹介されたばかりであり，産科の医療者が
自動車利用の安全指導を行う意識は未だ充分に浸
透していない。今回の文献検討から，教育により
CPSに関する意識が高まり，チャイルドシートの
正しい装着が増えることは明らかであり，日本で
はまず産科の医療者がCPSの重要性と教育の役割
を認識する必要がある。CPS教育内容には，チャ
イルドシートの必要性や正確な装着法も含まれ，
その方法としてハンズオン教育や視聴覚教材が有
効であると言える。

４）日本でのチャイルドシート着用教育の課題
今回の文献検討を踏まえ今後の日本での効果的

なチャイルドシート着用教育について検討した。
欧米の文献検討では妊婦を対象とした教育は 1

編のみであったが，日本ではCPS概念が浸透して
いないため，まず医療者がCPS意識をもち，妊婦
と家族への教育の役割を認識することが必要であ
る。特に，日常生活行動の安全への支援は看護職
者の役割である。妊娠期は定期健診で保健指導を
受けるため，子どもへの安全意識を育む好機でも
ある。

教育方法・内容としては，産科施設を退院時に
自家用車を利用することも多いため，出産までに
チャイルドシートを正しく着用できるようにハン
ズオン教育が効果的である。しかし，医療者数や
教育機会が限られていること，継続した繰り返し
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の教育が必要なことなどを踏まえ，DVDなどの
動画教材や，IT媒体を利用した教育も効果的だ
と考える。

Ⅴ．結語

欧米の乳幼児用チャイルドシート着用教育に
関する研究の動向を把握した結果，欧米ではCPS
の意識が高く，CPS意識が低い特定の集団への教
育プログラムが検討されていた。妊娠中からCPS
意識を高め，ハンズオン教育を行うことで正しい
チャイルドシート使用法の習得が期待できる。こ
れまでは，チャイルドシートの形態が多数あるた
めに指導内容が煩雑であったが，2012年 7 月より
チャイルドシートの安全基準が世界的水準の新基
準に完全適用となり，チャイルドシートの取付け
も容易になる。このような視点から，今後，産科
施設の看護職が重要な役割を担うと考える。
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